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Ⅶ： 質疑応答

ＡＰＰＥＮＤＩＣＥＳ
－主要トピックス、連結決算詳細



Ⅰ：ＡＣＫグループのご紹介Ⅰ：ＡＣＫグループのご紹介
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ＡＣＫグループのあゆみ

㈱オリエンタルコンサルタンツを中心に、
確実に成長してまいりました。

１９５７年
○株式会社オリエンタルコンサルタンツ創立

（道路、鉄道等のコンサルタント事業で発展）

１９９９年～ ○オリコンサルグループを形成し、グループ経営を開始

２００６年～

○オリコンサルグループを継承し､株式会社ＡＣＫグループを創立

○株式会社オリエンタルコンサルタンツの海外事業を大幅に拡大

○グループとしての価値観を共有できる、さまざまな企業の参画
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ＡＣＫグループの提供サービス

【イメージ】ＡＣＫグループが対象とする社会インフラ（抜粋）

まち・地域全体

砂防

建物
橋梁

鉄道

上下水道

道路

港湾 空港

工場

トンネル

組織･企業

公園

海外・民間・国内公共の社会インフラを対象に、
企画・提案～計画・設計～保全まで、

多様なサービスを、ワンストップで提供しています。
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グループ会社の紹介

交通・都市・地域・環境・構造・防災・
プロジェクトマネジメント など

地質・土質・地盤、調査・構造、さく井、
地下水、建造物解体、施工 など

上下水道・廃棄物･環境調査・計画・
設計・施工管理・維持管理 など

建設・交通に関する調査・設計・監理・
測量・計器類 など

ソフトウェア開発・販売、総務･経理、
人材マネジメント など

会社名 主な技術サービス・商品創立

1957年

1962年

1947年

1968年

1978年

㈱オリエンタルコンサルタンツ

㈱アサノ大成基礎エンジニアリング

㈱エイテック

㈱中央設計技術研究所

㈱リサーチアンドソリューション

多様な専門技術を保有している５社を中心に運営しています。



Ⅱ：今回の決算説明会のポイントⅡ：今回の決算説明会のポイント
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今回の決算説明会のポイント

１
業績は増収増益により計画値を達成

（前期から大きく好転）

31,19028,801

８％増

2011年
9月期

＜売上高＞

2012年
9月期

2011年
9月期

2012年
9月期

2011年
9月期

2012年
9月期

375

176

＜営業利益＞ ＜純利益＞

▲942
単位：百万円

113％増

227

過去最高



9

今回の決算説明会のポイント

２
中期経営計画ＡＣＫＧ２０１３にもとづき、

今後も変革と挑戦を推進

[変 革]
チェンジ

[挑 戦]
チャレンジ



Ⅲ：２０１２年９月期
経営改革の実行と成果
Ⅲ：２０１２年９月期

経営改革の実行と成果
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経営改革の概要

前期からの業績回復を必達目標とし、経営改革を断行

●合理化施策
・経費削減施策の実行

●事業拡大
・シナジー強化
・東北地方の復旧・復興支援体制の強化
・重点化事業の推進

●新分野の開拓
・㈱ＩｎｔｅｒＡｃｔの共同設立
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合理化施策

経費削減施策の実行

◆効果：当期末には約３億円の経費を削減（前期比）

●事務所・拠点戦略の見直し

●組織のコンパクト化

●グループ全体の経費削減施策の強化 等



◆効果：国内民間受注が約１．２倍に拡大
国内民間　受注額

0
2,000
4,000
6,000
8,000 （百万円）

受
注 約１．２倍

13

事業拡大（シナジー強化）

シナジー強化(ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ受注拡大)により民間受注が増加

●事業会社の合併

㈱アサノ建工
㈱アサノ大成基礎
エンジニアリング

吉井システムリサーチ㈱ ㈱リサーチアンド
ソリューション㈱オリエスシェアードサービス

大成基礎設計㈱
2011/12/1設立

2011/10/1設立

2011年9月期 2012年9月期



◆効果：震災復興関連業務（調査、設計）受注が、
約２．３倍に拡大

東北支店・支社関連受注額

0

1,000

2,000

3,000
（百万円）

受
注 約２．３倍
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事業拡大（東北地方の体制強化）

東北地方の復旧・復興支援体制の強化により受注増加

●㈱オリエンタルコンサルタンツ：東北支店、震災復興推進室体制強化

●㈱アサノ大成基礎エンジニアリング：東北支社体制強化

●㈱エイテック：東北支店設置 等

2011年9月期 2012年9月期
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■公園の維持・管理

・全体をマネジメントし、
利益を創出

(群馬県立敷島公園)

■太陽光発電の事業形成･経営

・全国初のＰＰＰ（官民連携）
手法により利益を創出

・市の財政負担はゼロに

(山梨県南アルプス市)

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
・ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ

インフラ保全
運営管理

事業拡大（重点化事業の推進）

指定管理者、事業経営の開拓により事業拡大
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新分野の開拓

■㈱ＩｎｔｅｒＡｃｔの共同設立

【効果】
●「パッケージ型インフラ海外展開」に向けた体制強化
●国内外（主に海外）の民間企業等が参画する事業への
各種コンサルティングや運営又は参画を促進

・パシフィックコンサルタンツグループ㈱

と共同し「㈱ＩｎｔｅｒＡｃｔ」を設立

(2012年3月1日)

2012/3/1 記者発表風景



Ⅳ：２０１２年９月期
通期業績ハイライト
Ⅳ：２０１２年９月期
通期業績ハイライト
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連結受注高

前期
（2011/9）

前期
（2011/9）

当期
（ 2012/9 ）

当期
（ 2012/9 ）

国内公共は、震災復興等の受注増により増加
国内民間は、都心再開発事業等の受注増により増加
受注残高も大幅に増加、今後の売上に貢献

■受注高は増加、前期比で６７４百万円（２．０％）増

増減増減

（百万円）

計画値計画値

受注高受注高 ３３，８１５３３，８１５ ３４，４８９３４，４８９
＋６７４

(＋２．０％)

＋６７４
(＋２．０％)

－－

受注残高受注残高 ３１，０１８３１，０１８ ３４，３１０３４，３１０
＋ ３，２９２
(＋１０．６％)

＋ ３，２９２
(＋１０．６％)

－－

※受注済で生産中の契約総額

※
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連結売上高

■売上高は増加、前期比で２，３８９百万円(８．３％）増

国内公共、民間の受注好調により売上高が増加

前期
（2011/9）

前期
（2011/9）

当期
（ 2012/9 ）

当期
（ 2012/9 ）

増減増減

（百万円）

計画値計画値

売上高売上高 ２８，８０１２８，８０１ ３１，１９０３１，１９０
＋２，３８９
(＋８．３％)

＋２，３８９
(＋８．３％)

３０，８００３０，８００
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連結売上高 ３軸経営分野別

（百万円）

■国内公共､国内民間で売上高が増加(前期比約１～２割増)

前期比 -1.3%

前期比 +10.5%

前期比 +18.3%

海外

国内公共

国内民間

前期
（2011/9）

全体

前期比 +8.3%
（+2,381）

計画値 30,800

当期
（2012/9）

28,801

6,621
21%

15,643
50%

8,926
29%

31,190

9,047
31%

14,157
50%

5,597
19%
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連結損益

拠点戦略見直しなど合理化施策の実施等により、大幅に
改善

前期
（2011/9）

前期
（2011/9）

増減増減当期
（2012/9）

当期
（2012/9）

１７６１７６ ３７５３７５
＋１９９

(＋１１３％)

＋１９９
(＋１１３％)

３３０３３０

計画値計画値

営業利益営業利益

１０２１０２ ３４５３４５
＋２４３

(＋２３６％)

＋２４３
(＋２３６％)

２８０２８０経常利益経常利益

▲９４２▲９４２ ２２７２２７
＋１，１６９
( － )

＋１，１６９
( － )

１００１００当期純利益当期純利益

（百万円）

■損益は前期から大きく改善、当期純利益は黒字化



借入金の返済、社債の償還により減少

22

貸借対照表（Ｂ／Ｓ）

増減増減

有利子負債有利子負債 ３，７５０３，７５０ －１，４５０
(－３８．７％)

－１，４５０
(－３８．７％)

２，３００２，３００

当期
（2012/9）
当期
（2012/9）

前期
（2011/9）
前期
（2011/9）

（百万円）

■有利子負債の減少により、負債が減少
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通期業績の推移

売上高、利益ともＶ字回復を達成

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2006/9
第1期

2007/9
第2期

2008/9
第3期

2009/9
第4期

2010/9
第5期

2011/9
第6期

2012/9
第7期

-1,000

-500

0

500

1,000

利
益

（
百
万
円

）

売
上
高

（
百
万
円

）

売上高

経常利益

営業利益

当期純利益



Ⅴ：今後の展開
（中期経営計画ＡＣＫＧ２０１３の推進）

Ⅴ：今後の展開
（中期経営計画ＡＣＫＧ２０１３の推進）

－ 社会インフラ創造企業をめざして －－ 社会インフラ創造企業をめざして －
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中期経営計画ＡＣＫＧ２０１３

事業環境を踏まえた新たな中期経営計画

＜国内ニーズ＞ －より効率的かつ効果的な社会インフラの保全

－国土・地域の防災、持続可能な社会づくり

－社会インフラ整備・維持管理への民間資金活用

＜海外ニーズ＞ －より現地に根ざした技術・サービスの提供

－民間資金を活用したインフラ整備（ＰＰＰ等）

中期経営計画 ＡＣＫＧ２０１３

・２０２０年のビジョン

・２０１３年９月期～２０１５年９月期の３ヶ年経営計画

■事業環境
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スローガン

社会インフラ創造企業
～自らが社会を創造する担い手となる～

[変 革]
チェンジ

[挑 戦]
チャレンジ

受動型ビジネスから

主導型ビジネスへの転換

自らが投資し、

事業者としてインフラビジネスを推進
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基本方針と目標

交通運輸事業、海外事業の強みを活かし、
グループの力を結集し、ワンストップで推進

（１）強みの活用
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「技術の深化」と「新たな事業創造」により、
公共から民間へ、世界へ

（２）事業創造

基本方針と目標

ＰＪＭ：Ｐｒｏｊｅｃｔ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ
ＰＧＭ：ＰｒｏｇｒａｍＭａｎａｇｅｍｅｎｔ
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[目標①]総合化、複合化による事業拡大、
海外・民間の拡大

✔Ａ軸[受託-主体]・[個別-総合]、Ｂ軸[国内-海外]・[公共-民間]

の展開により、2020年の売上高500億円、営業利益率4％を目指す。

（２）事業創造

基本方針と目標

売上高
３１２億円

売上高３７０億円
営業利益率２.３％

売上高５００億円
営業利益率４.０％

売上高
３１２億円

売上高３７０億円
営業利益率２.３％

売上高５００億円
営業利益率４.０％
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[目標②]重点化事業による事業拡大
✔ ６つの重点化事業に対して多様なプロジェクトを設定

✔ ３ヶ年で１０億円を投資し、重点化事業を１７０億円に拡大

（２）事業創造

基本方針と目標
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国内外から人が集い、育ち、
国内外シームレスな共同体を実現

○「技術の深化」と

「新たな事業創造」の実現

○現地に根ざした

グローバル展開の推進

○グローバルな連携

○経営効率化

✔基盤(ＩＴ、仕組み、制度)

の整備

✔グローバル人材の

確保・育成の強化

✔グループ内外の連携強化

[組織・人材]

[基盤整備]

（３）育成と連携

基本方針と目標
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[目標③]グローバル人材の育成

✔ ２０２０年までに、グローバル人材を１５０人以上増員

✔ ２０２０年までに、女性管理職を１５人以上増員

✔ ３ヶ年で４億円を投資

（３）育成と連携

基本方針と目標
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[目標④]基盤整備の推進
✔ ローカルネットワークと、それを支えるグローバルネットワークを構築

✔ グループ会計システムの最適化、共通ＤＢ構築

✔ ３ヶ年で６億円を投資

（３）育成と連携

基本方針と目標



Ⅵ：２０１３年９月期
通期業績見通し
Ⅵ：２０１３年９月期
通期業績見通し
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２０１３年９月期通期業績見通し

当期
（2012/9）
当期
（2012/9）

売上高売上高

増減増減

営業利益営業利益

３１，１９０３１，１９０

３７５３７５

３３，４００３３，４００

４７０４７０

＋２，２１０
(＋７．１％)

＋２，２１０
(＋７．１％)

＋９５
(＋２５．２％)

＋９５
(＋２５．２％)

（百万円）

来期
（2013/9)
来期
（2013/9)

経常利益経常利益

当期純利益当期純利益

３４５３４５

２２７２２７

４３０４３０

４１０４１０

＋８５
(＋２４．５％)

＋８５
(＋２４．５％)

＋１８３
(＋８０．５％)

＋１８３
(＋８０．５％)

中期経営計画ＡＣＫＧ２０１３の推進等により
業績達成を目指す
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経営改革の継続

中期経営計画ＡＣＫＧ２０１３の推進

●重点化事業
・６つの重点化事業に対して多様なプロジェクトを設定
・重点化事業への投資による受注拡大

●海外事業
・海外事業の拡大を継続

●震災復興
・震災復興への主導的な取組みを継続
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重点化事業による事業拡大

【２０１３年９月期】
重点化プロジェクト
約４０件を推進

－６つの重点化事業－

年間投資予定額
約３億円
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・津波発生状況を精度よく予測

・今後、沿岸域防災計画に活用

(関西大学社会安全学部
高橋教授 との共同研究)

重点化事業(防災）

現在での取組み事例（抜粋）

■津波発生時の予測システムを開発

■避難手段の最後の砦
津波避難シェルター導入を支援

・概略設計を実施
(高知県 危機管理部 南海地震対策課発注業務)

・今後、他地域での提案を展開

地震発生
1分後

地震発生
50分後
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重点化事業(交通高度化・総合化、インフラ保全）

現在の取組み事例（抜粋）

・様々なモデル箇所で社会実験に参画
(社会実験場所：長野県飯田市）

・ガイドライン作成検討にも参画

・維持管理の効率化・高度化

・管理河川を

直轄から地方自治体へ展開
(国土交通省 河川事務所で導入)

■安全でエコなラウンドアバウトを推進
（信号がない円形交差点）

■河川維持管理のシステムを開発
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海外事業

現在の取組み事例（抜粋）

・軟弱地盤、浸水氾濫地域に

対応した設計

・施工監理業務を実施中

・安全運行に向けた

維持管理手法提案

・現地訓練の実施

■ガーナの鉄道運行状況調査

■スリランカの高速道路整備
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震災復興

現在の取組み事例（抜粋）

・普代久慈工区(25km)を

官民一体で整備

・地区説明会により

地域住民の要望を反映

・基本設計､地元説明会補助等を実施

・事業計画の立案等も含め復興へ貢献

■日本初の本格的な事業促進ＰＰＰ(三陸沿岸道路)に参画

■陸前高田市市街地の復興整備
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感じてますか 未来の鼓動

『世界の人々の豊かなくらしと夢の創造』を目指し、今
の業容にとらわれずサービス領域の無限大へ今後も
チャレンジし続けます！
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本資料および本説明会の説明には、当社（連結子会社を含む）の見通し、

目標、計画、戦略などの記述が含まれております。これらの記述は、当

社が現在入手している情報に基づく判断や仮定に基づいており、将来に

おける当社の実際の業績または展開と異なる可能性があります。



Ⅶ：質疑応答Ⅶ：質疑応答



ＡＰＰＥＮＤＩＣＥＳ
－主要トピックス－

ＡＰＰＥＮＤＩＣＥＳ
－主要トピックス－
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主要トピックス

◇“限りなく死者ゼロを目指す”「地域防災計画」の策定◇“限りなく死者ゼロを目指す”「地域防災計画」の策定
○東日本大震災で得られた教訓や、科学的知見、専門家や住民の
意見等を踏まえ、「災害に強いまちづくりの百科事典＝地域防災
計画」策定支援を、様々な自治体で実施
○客観的なデータや最新の科学的知見に基づいて被害を想定し、
ハードとソフト両面の対策を自治体や市民との協働で検討・提案

▲関係者との協議 ▲市民からの意見を集約
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主要トピックス

◇橋台等の背面土工部沈下への有効な対策工法を共同開発◇橋台等の背面土工部沈下への有効な対策工法を共同開発

○中央大学研究開発機構、㈱NIPPO、前田工繊㈱により開発された
「地震対策型段差抑制工」の適用拡大に向け、採用が困難な橋台
や土被りの浅いボックスカルバートで使用できる工法を共同開発
○土工部の耐震調査・診断・本工法などを使った対策等、一連の道
路防災事業を提案、推進

▲「地震対策型段差抑制工」の構造
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主要トピックス

◇地熱/温泉熱を利用した発電のコンサルティングを実施◇地熱/温泉熱を利用した発電のコンサルティングを実施

○長崎県内の温泉において、地熱発電の新技術の採熱方式のサイ
トとしての適正を物理探査（電磁波および放射能）により評価
○新潟県内、大分県内における地熱/温泉熱発電の候補地を抽出す
るとともに事業化までのコンサルティングを実施

▲対象地域写真 ▲調査イメージ
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主要トピックス

◇都心大型ビルでの災害時用給水施設の整備を支援◇都心大型ビルでの災害時用給水施設の整備を支援

○災害時の必要不可欠なインフラとしてニーズが増加している都心
での大型ビルに防災井戸の施工を実施
○これまで井戸原水の水質は、飲料水基準には適合しなかったが、
当社技術の移動式ろ過滅菌装置により、飲料水としても使用可能

▲移動式ろ過滅菌装置
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主要トピックス

◇いわき市における災害復興計画を支援◇いわき市における災害復興計画を支援

○東日本大震災後に、いわき市東部地区の都市計画図提供を行う
ため、空中写真撮影を行い地形図を作成
○また、通常の都市計画図図式に加え、津波による崩落部、流失・
倒壊した建物、亡失した鉄道等の特記項目のデータ取得を実施

▲都市計画図 ▲復興基図



51

主要トピックス

◇島根県での小水力発電設置に向けた調査を支援◇島根県での小水力発電設置に向けた調査を支援

○島根県内において、維持管理が容易な砂防えん堤、小河川の落
差工、農業用水路、頭首工などを利用した、概ね最大出力２kw以
下の規模の小水力発電の適地調査を実施

▲調査状況写真
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主要トピックス

◇水道事業における事業継続計画（ＢＣＰ）を策定◇水道事業における事業継続計画（ＢＣＰ）を策定

○神奈川県内広域水道企業団において、地震・津波被害想定調査
に基づく被害想定、災害時の構成団体への水供給の継続、早期
の業務回復等の計画を策定
○事業継続の実践管理（ＢＣＭ）として、教育・訓練計画、計画の実
効性、最新性を確保するための継続的改善計画も策定

◇東京都における下水処理施設の耐震補強設計を実施◇東京都における下水処理施設の耐震補強設計を実施

○昭和４８年に建設開始、昭和５７年に稼動した東京都小菅水再生
センターのコンクリート劣化調査及び新耐震基準に基づいた耐震
診断及び補強検討を実施
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主要トピックス

◇点検情報の円滑な管理が実現できる『 CheckNote 』を提供◇点検情報の円滑な管理が実現できる『 CheckNote 』を提供

○クラウドコンピューティング環境を利用したデータベースとスマート
デバイスの連携により、点検結果の取りまとめや帳票作成にかか
る負荷を軽減し、進捗のリアルタイム監視や写真整理など、様々な
点検情報の円滑な管理を実現

▲『 CheckＮote 』サービスイメージ

スマートフォン・

タブレット端末 管理者

出力帳票

管理PC現場点検担当者
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主要トピックス

◇位置、車両状況のリアルタイム管理サービスを提供◇位置、車両状況のリアルタイム管理サービスを提供
○スマートデバイスより取得した情報をパソコン上に表示し、車両の
現在地や車両の状況などを管理者がリアルタイムで確認できるよ
うに、車両の位置情報や車両状況を管理するサービス

▲動態管理クラウドサービスイメージ

GPS衛星

位置情報、車両状況を
クラウドサーバへ送信

パソコン上で情報の閲覧

クラウドサーバー上に
情報蓄積



ＡＰＰＥＮＤＩＣＥＳ
－連結決算詳細－

ＡＰＰＥＮＤＩＣＥＳ
－連結決算詳細－
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連結貸借対照表

※前期：‘11/09期 当期：‘12/09期

増減額増減額

固定資産固定資産 ▲３０８▲３０８４，３６９４，３６９ (25.2%)(25.2%)

資産合計資産合計 ▲５００▲５００１７，３３８１７，３３８ (100.0%)(100.0%)

流動負債流動負債 １５３１５３９，５２３９，５２３ (54.9%)(54.9%)

負債合計負債合計 ▲６１２▲６１２１１，９０５１１，９０５ (68.7%)(68.7%)

資本金資本金 －－５０３５０３ (2.9%)(2.9%)

流動資産流動資産 ▲１８３▲１８３１２，９５２１２，９５２ (74.7%)(74.7%)

利益剰余金利益剰余金 １８７１８７４，２０６４，２０６ (24.2%)(24.2%)

少数株主持分少数株主持分 ▲８３▲８３２５８２５８ (1.5%)(1.5%)

負債・純資産
合計

負債・純資産
合計 ▲５００▲５００１７，３３８１７，３３８ (100.0%)(100.0%)

純資産合計純資産合計 １１１１１１５，４３２５，４３２ (31.3%)(31.3%)

固定負債固定負債 ▲７６４▲７６４２，３８２２，３８２ (13.7%)(13.7%)

資本剰余金資本剰余金 －－７４８７４８ (4.3%)(4.3%)

当期当期（単位：百万円）

・借入金の返済及
び社債の償還等
の影響

・当期純利益増加
等の影響

・受取手形､売掛
金、差入保証金
の減少等の影響４，６７７４，６７７ (26.2%)(26.2%)

１７，８３８１７，８３８ (100.0%)(100.0%)

９，３７０９，３７０ (52.5%)(52.5%)

１２，５１７１２，５１７ (70.2%)(70.2%)

５０３５０３ (2.8%)(2.8%)

１３，１３５１３，１３５ (73.6%)(73.6%)

４，０１９４，０１９ (22.5%)(22.5%)

３４１３４１ (1.9%)(1.9%)

１７，８３８１７，８３８ (100.0%)(100.0%)

５，３２１５，３２１ (29.8%)(29.8%)

３，１４６３，１４６ (17.6%)(17.6%)

７４８７４８ (4.2%)(4.2%)

前期前期
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負債内訳表

※前期：‘11/09期 当期：‘12/09期

増減額増減額

１年内償還予定
の社債

１年内償還予定
の社債 －－３４０３４０ (2.9%)(2.9%)

流動負債計流動負債計 １５３１５３９，５２３９，５２３ (80.0%)(80.0%)

社債社債 ▲３４０▲３４０８５０８５０ (7.1%)(7.1%)

短期借入金短期借入金 ▲９６０▲９６０７１０７１０ (6.0%)(6.0%)

その他その他 ▲２７４▲２７４１，１３２１，１３２ (9.5%)(9.5%)

負債合計負債合計 ▲６１２▲６１２１１，９０５１１，９０５ (100.0%)(100.0%)

固定負債合計固定負債合計 ▲７６４▲７６４２，３８２２，３８２ (20.0%)(20.0%)

その他その他 １，１１３１，１１３８，４７３８，４７３ (71.2%)(71.2%)

長期借入金長期借入金 ▲１５０▲１５０４００４００ (3.4%)(3.4%)

当期当期（単位：百万円）

３４０３４０ (2.7%)(2.7%)

９，３７０９，３７０ (74.9%)(74.9%)

１，１９０１，１９０ (9.5%)(9.5%)

１，６７０１，６７０ (13.3%)(13.3%)

１，４０６１，４０６ (11.2%)(11.2%)

１２，５１７１２，５１７ (100.0%)(100.0%)

３，１４６３，１４６ (25.1%)(25.1%)

７，３６０７，３６０ (58.8%)(58.8%)

５５０５５０ (4.4%)(4.4%)

前期前期

有利子負債

の減少
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連結損益計算書／受注高

（百万円）

売上高売上高

売上原価売上原価

販売費・
一般管理費

販売費・
一般管理費

営業利益営業利益

経常利益経常利益

当期純利益当期純利益

受注高受注高

１１１１

１９９１９９

２４３２４３

１，１６９１，１６９

６７４６７４

増減額増減額

３１，１９０３１，１９０ (100.0%)(100.0%)

２３，８７０２３，８７０ (76.5%)(76.5%)

６，９４４６，９４４ (22.3%)(22.3%)

３７５３７５ (1.2%)(1.2%)

３４５３４５ (1.1%)(1.1%)

２２７２２７ (0.7%)(0.7%)

----------

当期当期

２，３８９２，３８９

２，１７９２，１７９

・国内受注好調等
による売上増加

・売上増加、経費
削減等により営業
利益が増加

３４，４８９３４，４８９

・震災復興等によ
る国内公共、国内
民間の受注増加

２８，８０１２８，８０１ (100.0%)(100.0%)

２１，６９１２１，６９１ (75.3%)(75.3%)

６，９３３６，９３３ (24.1%)(24.1%)

１７６１７６ (0.6%)(0.6%)

１０２１０２ (0.4%)(0.4%)

▲９４２▲９４２ (▲3.3%)(▲3.3%)

３３，８１５３３，８１５ ----------

前期前期

※前期：‘11/09期 当期：‘12/09期
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連結キャッシュ・フロー計算書

（百万円）

前期前期

営業活動による
キャッシュフロー

営業活動による
キャッシュフロー

投資活動による
キャッシュフロー

投資活動による
キャッシュフロー

財務活動による
キャッシュフロー

財務活動による
キャッシュフロー

現金及び現金同等物
の四半期末残高

現金及び現金同等物
の四半期末残高

２，２５９２，２５９

▲３２０▲３２０

▲１，５０６▲１，５０６

１，６３４１，６３４

１，９８１１，９８１

▲５７▲５７

▲１，４５５▲１，４５５

３９７３９７

増減額増減額当期当期

２７８２７８

▲２６３▲２６３

▲５１▲５１

１，２３７１，２３７

・好調な受注状況による入
金額増大等により大幅に
改善

・営業キャッシュフローの
改善に伴う短期借入金及
び長期借入金、社債の償
還等の影響

※前期：‘11/09期 当期：‘12/09期
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指標関係（連結）

当期当期

１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）

単位単位

自己資本比率自己資本比率

自己資本純利益率（ＲＯＥ）自己資本純利益率（ＲＯＥ）

４４．７９４４．７９（円）（円）

（％）（％）

（％）（％）

２９．８２９．８

４．５４．５

株価純資産倍率（ＰＢＲ）株価純資産倍率（ＰＢＲ） （倍）（倍） ０．２７０．２７

総資産経常利益率（ＲＯＡ）総資産経常利益率（ＲＯＡ） （％）（％） ２．０２．０

※上記は、前期：2011/9/30（218円）、当期:2012/9/28（279円）
の株価の終値をもとに整理

前期前期

▲１８０．０１▲１８０．０１

２７．９２７．９

▲１７．１▲１７．１

０．２２０．２２

０．６０．６
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セグメント別売上高について

（百万円）
23,308

24,770

4,735
5,584

1,600 1,575

ｲﾝﾌﾗﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ その他

前期 当期 前期 当期 前期 当期

※前期：‘11/09期 当期：‘12/09期
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〒151-0071

東京都渋谷区本町3-12-1 住友不動産西新宿ビル6号館

TEL: 03-6311-6641（代） FAX: 03-6311-6642
URL: http://www.ack-g.com

（銘柄略称：ＡＣＫＧ／証券コード：2498）
問合せ 企画開発本部 野崎 秀則

e-mail: ir-ackg@ack-g.com

お問い合せ先

銘柄略称：ＡＣＫＧ
証券コード：2498
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本日はご多忙の中、

弊社の決算説明会にご来場いただき、

誠にありがとうございました。


